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制約のある働き方を理解し応援することは
組織の健康度をＵＰさせます

子育て世代を応援することは、企業力をアップすると

さまざまな領域で言われています。子育て世代に限らず、

組織のなかには、本人や家族の病気、介護などで、制約

のある働き方が必要な方がいらっしゃいます。ダイバー

シティの考え方は広まりつつあり、制度も少しずつ整い

つつあるものの、組織のなかでそれらが円滑に運用され、

活かされているかというと、実際には難しい部分もある

のが現状ではないでしょうか。

今日、私が心理士として皆さんにお伝えしたいのは、

この「実際には難しい」部分を解決するためにどうしたら

よいのか、という課題に役立つ心理学的なアプローチに

ついてです。

相手が置かれた状況を理解し、その働き方を応援して

いくために必要なのは、組織のなかでのコミュニケーシ

ョンスキルです。人の悩みや困難は、そのほとんどが人

間関係です。自分が困っているときにSOSを発信できる

こと。誰かのSOSをしっかりと受けとめられること。そ

の問題を皆で考えあい、解決のための作戦を立てていけ

ること。心理学的な人対応スキルや支援スタイルをもっ

て、よりよい人間関係を築くことで、そこで働く人たち

皆が安心して自己表現でき、能力を発揮でき、結果的に

組織全体の「健康度」がアップしていくのです。

相手を「理解する」ために身につけておきたい、
基本的な「人対応スキル」とは

では、組織のなかの関係づくりを考えるなかで、まず

は相手を理解することについて考えていきます。

⃝聴くということ、共感するということ
相手を理解するためには、まず相手の話を「きく」こと

が必要です。子育て中の同僚が「会社をどうしても休め

ないときに限って子どもが熱を出すから困ってしまいま

す」と話をしたときに、その声と内容が耳に入って情報

として理解するのは「聞く」です。「熱が出て、どんなふう

だったの？」などと相手に尋ねるのは「訊く」です。そし

て、もっとも重要なのが「聴く」ということ。相手が感じ

ていることを、相手の状況を思いながら、しっかり心を

傾けて「聴く」こと、それが相手に対する「共感」につなが

っていきます。

「ああ、わかるわかる。大変だよね。みんなそう言う

よね」というのは「同感・同情」の段階で、「共感」までは到

達できていません。「大変ね」の先に、一番困っているの

はどこなのか（会社を休めないことなのか、病気の子の

預け先がないことなのか）、私たちはどの点を助けたら

いいのか（仕事を代わってあげることなのか、在宅作業

ができるようにすることなのか）など、本当に相手がか

かえている困り感をていねいに確認し、応援しようとし

ている私たちの認識をそこに一致させていくことが大切

です。
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⃝違いに気づき、ズレや誤解を小さくしていくということ
突然ですが、こんな実験をしてみてください。「ここに

リンゴがあります。このリンゴを今から食べようと思い

ます。その状況を描いてください」と指示をします。す

ると、描いた絵は誰ひとり同じものにはならないと思い

ます。伝えている言葉は全く同じでも、同じ絵は出てき

ません。なぜかというと、一人ひとりに、これまで生ま

れ育ってきたなかで得た、自分なりの認知の方法がある

からです。

誰かの困り感を何人かのスタッフで考えていくときに、

認識のズレや誤解が生じているのは当たり前のこと。そ

のズレや誤解が小さくなっていくように確かめあいなが

ら、理解しあっていく努力が、コミュニケーションです。

互いに理解しあえる関係づくりは
適切な自己表現から～アサーションの活用～

相手がどう思っているかを理解するには、自分は相手

にどのように思いを伝えているかの振り返りから始めま

す。

⃝言いたいのに言えない、がほとんどの日本の組織
Aさんは、自分の仕事の状況から今日は定時に帰れる

と予想し、朝、奥さんに、「今日は子どもをお風呂に入れ

る」と約束をしました。でも終業時間が近づいたころ、「こ

れを明日の会議までに間に合わせるために、残業をして

手伝ってくれないか」と頼まれました。Aさんは、奥さん

との約束を守りたいと思いながらも、それは言えずに「わ

かりました」と答えます。

実は日本人のほとんどが、この「言いたいのに言えな

い」タイプです。決して納得しているわけではなく不満

はあるのに、それを表には出さずに、あきらめて従うの

です。

⃝自分の言い分だけ、は過剰な自己表現
一方、同じ状況で「わかりました」と答えるものの、「や

りたくない、どうして自分に言うのか」という不満を、

語調や表情や態度から発散させる攻撃的なタイプの人も

います。また、「無理です、今日は先約があるので」と、

あくまで自分の状況を優先させる人も、少数ですがいま

す。

⃝自分も相手も大切にする自己表現を目指そう
上記のどちらのタイプも、組織の関係づくりとして望

ましいものではありません。相手の状況を思いやりなが

ら、自分の状況もきちんと伝えるための自己表現として、

アサーション＊1の考え方を活用していきましょう。

Bさんは、少し体調がすぐれない子どもを保育園に預

けて仕事に行きました。いつもは7時まで預けられるの

ですが、今日は「6時に迎えに来ます」と言って預かって

もらいました。しかし、チームの仕事に少し遅れが出て

いるため、みんなで頑張って遅れを取り戻そうという会

議が行われ、定時に帰りにくい状況になってしまいまし

た。

この状況でアサーティブな自己表現をするには、どう

すればよいでしょうか。

①自分の気持ち・考えを客観的にとらえる

おおよそ私たちは困った場面に遭遇したときに、相手

のせいにしてしまいがちです。残業しようという状況を

作られたから困っていると。でも、Bさんが困っている

のはそこではなく、具合の悪い子どもを早く迎えにいく

という約束をしていた自分の行動が、うまくいかないか

ら困っているのです。

②相手が納得する事実を伝える

ですから、まずは「今日は子どもの具合が悪くて、6時

までに保育園に迎えに行くと約束して預かってもらって

います」と、自分の状況を伝えます。
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③具体的な希望を述べる

そして「申し訳ありませんが、今日は定時で帰らせて

いただけますか」と、自分がどうしたいかを伝えます。

④具体的な提案をする

そのうえで、自分の希望だけを伝えるのではなく、「明

日の午後、予定が空いているので、そこでこちらの仕事

もできますが、いかがでしょうか」と、相手の意向と自

分の状況をすり合わせて提案をします。

これがアサーティブな自己表現の仕方です。こうした

表現を皆が意識的に行うことで、お互いに自分の状況や

SOSを伝えあい、それをお互いさまで応援しあう関係づ

くりができていきます。

（＊1）アサーション……1950年代のアメリカで心理療法として開発され
た、コミュニケーション技法のひとつ。「人は誰でも自分の意思や要求を
表明する権利がある」という立場に基づく適切な自己表現のこと。1960
～70年代には人種や女性などの人権擁護運動への活用にもつながって
いった。日本には1980年代に紹介され、学校や企業、医療機関などの
対人スキルアップトレーニングにも取り入れられている。

困難解決のための協力的な
チームワークづくり～アドラー理論の活用～

一緒に働く仲間たちとの協力的な人間関係を築いてい

くのに役立つ、もう一つの考え方として、アドラー理論＊2

があります。

⃝共同体感覚をもつ
アドラー理論というのは、よりよい未来、こうなりた

いという目標に向かって行動するという前向きな思想で

す。これを組織にあてはめて考える場合、まずは一人ひ

とりが「共同体感覚を身につける」という目標を持ってい

ただきたいと思います。

相手とともに生きているという感覚、相手と結びつい

て仕事をして、組織のなかで自分が役に立っているとい

う感覚が持てる職場にしていこうということです。

⃝勇気づけのスキルを身につける
この共同体感覚を伸ばしていく方法として、「勇気づ

け」があります。

たとえば子どもがお手伝いをしている場面をみたとき

に、「えらいね、じょうずだね」という言葉が自然に出て

くると思いますが、これは「勇気づけ」ではなく、自分の

価値観に基づく評価です。

ここでいう「勇気づけ」は、評価ではなく、自分の気持

ちを表現していくことです。「手伝ってくれてありがとう。

助かったよ」と、相手の行動が自分にとって有益だった

ということを、言葉にして相手に返してあげることです。

これを組織のなかで意識的に言葉にして表現しあうこと

が大切です。

私は人の役に立っている、能力があるということが、

その人自身が持っている心のエネルギーを豊かにしてい

きますので、その場面をどれだけ作っていけるかという

ことが大切になります。そして、これは誰かが一方的に

行うのではなく、双方向のコミュニケーションとして行

われる必要があります。一人ひとりが相手を勇気づけら

れる人になっていくこと、お互いがお互いの「支え手」に

なってください。

（＊2）アドラー理論……オーストリアの精神科医、アルフレッド・アド
ラーが創始した思想と治療技法の体系。行動の原因ではなく目的を分析
し、過去の体験より未来への目的の置き方を重視している。人間を社会
的な存在として対人関係の分析を重視した対人関係論を特徴としている。

相手を「支援」するための２つの方法論
～親子支援、学校支援の現場から～

ここまで、どのように人を理解し、自己表現をし、よ

りよい関係づくり、組織づくりをしていくかをお話しし

てきました。

ここからは、そのような組織づくりをしたうえで、実

際に子育て世代や制約のある働き方をしている人、何か

仕事で困難を抱えている人をどのように支援していける

かをお話しします。

⃝SOSに寄り添い、問題を整理し支えるファシリテー
ション支援
親子支援の場では、ファシリテーションという支援ス

タイルをとっています。

親になるというのは、ゼロからのスタートです。現代

では赤ちゃんに接した経験がないまま親になる人がほと

んどです。自分が世話をしなかったら、どうにかなって

しまう小さな命を育てている、その不安は相当なものだ

と思います。
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そこで私たち支援者がすることは、「指導」ではありま

せん。うまくいかないと混乱して訴えてくるお母さんは、

子育てに自信をなくし、心のエネルギーが落ちています。

そこで、どういうところに困っているかをいっしょに整

理していくと、すべてがうまくいかないのではなく、じ

ょうずにできているところも見えてきます。うまくでき

ている部分があることに気づき、うまくできる力を使っ

て解決できる方法を一緒に考えていくと、お母さんは自

信を回復して、また頑張っていこうと思えるようになっ

ていきます。

こうして自信を取り戻したお母さんは、次の世代の新

しい月齢の赤ちゃんを連れたお母さんに、自分の経験を

伝えて新しいお母さんを支える存在になっていきます。

子育て支援の現場では、お母さん同士が、互いの問題に

対して、いろいろなアイデアや意見を出しあって、ある

ときは支援される側になり、あるときは支援する側にも

なっていく光景がみられます。このような関係性は、組

織のなかでも応用できる支援スタイルになると思います。

⃝問題に対する見方や対応を工夫し組織全体を変えてい
くコンサルテーション支援
学校支援の場では、コンサルテーションの支援を行っ

ています。

児童が困った状況を起こしているときに、先生から「ど

うしたらいいか」と相談があると、私は先生に対して助

言や対応工夫を伝えます。

そして、先生がその方法をもって児童への対応を変え

ていくという形で、私は間接的に児童を援助することに

なります。「Cさんがなかなか席につかない。クラスも荒

れているので、どうにかしてほしい」という訴えに対し

て、Cさんが席につかないのはどういうときか、なぜ席

につかないのかを先生とともに分析しながら、Cさんに

対する先生の見方や対応方法を新たに見出してもらい、

Cさんが席につけるようにし、クラスという組織全体が

変わっていくように応援していきます。

このときに大切なのは、この問題を担任の先生とCさ

ん、あるいはクラスだけの問題にしないことです。管理

職の先生、同じ学年の先生、養護の先生など、担任の先

生と児童にかかわりのある先生にもいっしょに考えても

らいます。

ここで、担任の先生が取り組んでいることや今できて

いること、次のステップとしてどんな方法で対応してい

くかを具体的に話すことで、クラスの状況をほかの先生

にもわかってもらい、「この問題については、D先生がい

っしょに対応してくれるとうまくいくと思います」とい

うように、ほかの先生がもっている能力を活かせる方法

を提案していきます。こうして、困難な状況に対して、

支え手を一人、二人、三人と増やしていく。それは組織

のなかでもできるのではないでしょうか。

育児休業から復帰したばかりで働き方に悩んでいる社

員と上司がいる場合に、社員と上司の1対1で向き合うの

でなく、誰ならこの問題を解決する支え手になるかを考

え、たとえば育児をしながら仕事を続けている先輩女性

社員に育休復帰後のお母さんの気持ちを代弁する役割を

してもらう、若手の独身男性社員に仕事のサポートに入

ってもらう、育休後の女性社員を部下にもった経験のあ

る管理職に上司の側のサポート役になってもらうという

ように、問題解決に役立つ枠組みを作っていくと、一人

ひとりの役割意識や支援に対する思いが変化していき、

組織全体が化学反応を起こしたように変わっていくと思

います。
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育児・介護と仕事の
両立を考える

一人ひとりが望む働き方を実現するにあたっては、制度を充実させるだけでは足りず、こうした
制度を十分に生かす環境の醸成が肝要です。めざす働き方の実現に向けて、できることをすすめて
いきましょう。

働きながら子育て・介護が当たり前の
時代に
日本は今、かつてない速度で人口減少社会に突入してい

ます。2014年６月時点の総人口約１億2,700万人が、2048

年に１億人を割り、2060年には約３分の２の8,700万人に

なると、国立社会保障・人口問題研究所は推計しています。

同時に、一般に「働き手」とされる生産年齢人口（15

～ 64歳）は、2015年の推定7,700万人から、2060年には

4,400万人にまで減少します。おおまかに言えば、労働人

口の４割が日本から消えて、現在の６割の労働力で仕事に

あたることになります。

「そんな先のことなんて、私には関係ない」と思われる

かもしれませんが、果たしてそうでしょうか。

かつての「被扶養者」には、年少者に高齢者、そして専

業主婦がいました。そのため、子育ても介護も被扶養者の

中で完結できたのです。ところが人口減少社会では、女性

とか専業主婦といった属性にかまっていては労働力を確保

できないことから、生産年齢にあたるあらゆる人が「働き

手」になるよう促されます。もはや被扶養者だけで子育て・

介護を完結するのは不可能となり、必然的に労働力である

男女が働きながら担うことになります。

それは何も45年後にいきなり直面する事態ではありませ

ん。すでに始まっている事態であり、国や自治体が、両立

支援だとか、ワーク／ライフ・バランスを提唱してきた背

景がここにあります。しかし、総論としては理解できても、

いざ自分たちが取り組むとなると、現場に温度差が出てい

るのが実情です。そこで新たに放たれたキーワードが「女

性活躍」ですが、これも誤解を生じているようです。

先進企業に起きているハレーション
このところ、女性活躍担当大臣が誕生したり、女性管理

職比率を引き上げる企業が増えるなど、ワーク／ライフ・

バランスの領域にはかつてない追い風が吹いています。国

が成長戦略のひとつに「女性活躍」をあげ、2020年までに「女

性の就業率（25歳～ 44歳）を73％に」「指導的地位に占め

る女性の割合を30％に」などといった政策目標を掲げただ

けで、なぜ企業がこうも素直にしたがう構図になるのかと、

不思議に思う方もおられるでしょう。

現政権がすすめている「女性活躍」は「産業政策」です。

日本経済活性化のための取り組みですから、表立って反対

する経営陣はいません。国はこれまでも女性の社会進出を

促してきましたが、「社会政策」の観がありました。その

ため、「そもそも男女共同参画社会の正しいあり方とは？」

という議論に終始し、経済界の共感を得なかったのです。

とはいえ、男性政治家たちに男女共同参画のDNAが希

薄なのは否めず、時折、「育児休業を延長して３年間抱っ

こし放題に」といった、ピント外れな言動もみられます。

育休や短時間勤務の利用上限引き伸ばしには、本人のキャ

リアロスにつながる、職場の負荷が増す、権利主張型社員

を生みがちなどの弊害があり、早くからワーク／ライフ・

バランスに取り組んできた先進企業は、むしろ短縮する傾

向にあるくらいです。
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また、すでに制度が充実し、利用者が増え、男性社員の

コンセンサスもとれている企業からは、「女性活躍をすす

めたために、職場に新たなハレーションが起きている」と

いう声も聞こえてきます。

「全体最適」にしなければ失敗する
強い光を１点に当てると、周囲が見えなくなります。こ

のハレーションが職場で起こるのは、女性活躍支援の焦点

を「女性」、それも「子どもがいる女性」に絞っているか

らです。独身者、子どもがいない既婚者、すでに子育てを

終えている社員は、恩恵にあずかれません。

ましてや昨今は、職場の人員配置を縮小して収益性を高

めようという時代です。一人当たりの業務量が増えるなか

で誰かが育休を取れば、当然、ほかのメンバーがカバーす

ることになります。運良く人員補充されたとしても、代替

要員に休業者と同レベルのパフォーマンスを期待するには

難しいものがあります。

また、育休から復帰して短時間勤務する社員がいる部署

では、本人が時間内にできない業務をフルタイムで働くメ

ンバーが分担することで、収益を維持するという作用が働

きがちです。これが、「あの人はいつフルタイムに戻るんだ」

という不満を職場にまん延させ、当人には肩身の狭い思い

をさせます。

この不穏な空気を払拭しようと、「後は私がやるから」

と引き受ける上司がいますが、この対応は不適切です。「な

んであの人だけ。不公平だ」という周囲の不満を募らせる

だけでなく、「部下の仕事を肩代わりしなければならない

なんて、管理職なんかにならないほうがいい」と、昇進昇

格意欲を損なう可能性もあります。

また育てるべき本人の、「短時間勤務でも成果をあげて

評価されたい」という意欲の芽を阻害し、「私は期待され

ていないのか」と、やる気をなくさせます。あるいは、「仕

事は楽だし、早く帰れてお給料がもらえてラッキー」と、

俗にいうぶら下がり社員に転化させかねません。

その時、その場面に限定すれば適切に見える支援は、「部

分最適」です。制約社員がいることで、むしろチーム力が

強まり業績も上がる、そういう「全体最適」にしなければ、

いくら制度を充実させても失敗するでしょう。それには、

「支援されたら貢献する」「お互いさま」の意識を職場に根

づかせることが大切ですが、机上の空論で終わらせている

ところが多いように思います。

組織や人生を持続可能にするには
「支援されたら貢献する」の「貢献」とは、当然のこと

ながら成果をあげることです。フルタイムで働けないなど

の時間的な制約があれば、時間当たりの生産性を高めるほ

かなく、それが難しいことだといわれます。しかし、これ

は一種のスキルですから、タイムマネジメント研修などで

教われば身につけることができます。

私の場合は20代の頃、長時間労働が美徳とされる職場で、

あえて時間的な制約を自分に課しました。上司ににらまれ

ながらも定時に帰ると決めて、興味があったワーク／ライ

フ・バランスの研究を個人的に始めました。すると、だら

だらと付きあい残業をしていた頃よりもパフォーマンスは

はるかに上がり、その後、結婚して子どもが生まれたり、

その子どもの看病が必要になったり、父が要介護になった

ときも、非常に役立つスキルとなりました。

「お互いさま」精神については、口で言うほど簡単では

ないので、例えばインフルエンザで休むメンバーが出たと

きは、チャンスだと思ってください。誰かが抜けてもカバー

できる体制を職場単位で考え、制約社員が出る前から実践

しておくのです。この「自分もいざというときは助けても

らえる」という実感の積み重ねが、職場の風土をつくりま

す。

私が試算したところ、本人もしくは配偶者の親が要介護

者で、その事実を会社が把握していない就業者は1,300万

人います。経済週刊誌『日経ビジネス』はこれを「隠れ介護」

と呼び、2014年９月22日号で特集しました。「介護」とい

う制約が自分に降りかかってくる率は、出産・子育ての比

ではありません。今から職場の風土を見直して、時間当た

り生産性を高めておくことは、誰にとっても決して無駄で

はないのです。

「女性活躍」は、男性社会において最大のマイノリティ

である「女性」という属性を冠につけたために、特定の人

への支援だと捉えられがちですが、違います。子育て中の

社員に優しくするとか、残業を止めて早く帰るとか、女性

管理職の頭数を増やすことが本来の目的ではありません。

組織や自分の人生を持続可能なものにするリスクマネジメ

ントである、そう考えると、身近な課題として感じられる

のではないでしょうか。


